
北海道知事　鈴木　直道

(農政部所管分その１４)
交付申請書の提出
部数、提出期限及
び 提 出 先

補助金等の交付
に関する権限の
委任

摘　　要
補 助 金 等 を 交 付 す る 事
務 又 は 事 業 の 名 称 及 び
そ の 目 的 又 は 趣 旨

補　助　対　象　経　費補 助 対 象 者
実績報告書に添付
す べ き 関係 書類

補　助　率　等
交付申請書に添付
す べ き 関係 書類

　市町村、農業者の組織する団体等が強い
農業づくり事業を行う場合又は市町村等が
強い農業づくり事業を行う農業者の組織す
る団体等に対し当該事業費を補助する場合
における当該事業に要する経費又は当該補
助の対象となる経費

農政第14号様式

農政第32号様式

農政第29号様式 提出部数 １部

農政第18号様式 農政第31号様式 提出期限 別に指示
する日農政第20号様式 農政第145号様式

総合振興
局又は振
興局（全
道の区域
にわたり
事業を行
う団体に
あっては
別記１の
とおり)

（申請者が市町
村である場合を
除く。）

農政第145号様式

別に指示する様式

提出先

(１)　整備事業

ア　産地競争力の強化

(ア)　産地収益力の強化に
向けた総合的推進

別記２のとおり ２分の１以内
（別記３に掲げ
る場合にあって
は、それぞれに
掲げる率）

土地利用型作物、畑作
物・地域特産物、果
樹、野菜、花き、畜産
周辺環境影響低減、畜
産生産基盤育成強化、
飼料増産、家畜改良増
殖、食肉等流通体制整
備、国産原材料サプラ
イチェーン構築、農畜
産物輸出に向けた体制
整備、 スマート農業
実践施設の整備、環境
保全の取組、有機農業
の取組及び土づくりの
取組（科学的データに
基づく土づくり及び被
災農地の地力回復）、
畜産副産物の肥飼料利
用

　２　強い農業づくり事業
　　　産地競争力の強化、経営
　　改善及び次世代施設園芸地
　　域展開の促進を図るため予
　　算の範囲内で補助する。

　北海道告示第10314号

　　令和５年北海道告示第10794号（令和５年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等の決定）の一部を次のように改正する。

　　　令和６年２月２７日

　２を次のように改める。

総合振興局長
又は振興局長
（全道の区域
にわたり事業
を行う団体が
実施する場合
を除く。）



　　戦略の推進

ａ 　耕種作物小規模土
地基盤整備

ｂ 　飼料作物作付及び
家畜放牧等条件整備

ｃ 　耕種作物産地基幹
施設整備

ｄ 　畜産物産地基幹施
設整備

ｅ 　農業廃棄物処理施
設整備

(イ)　産地合理化の促進 別記４のとおり

　国内産糖・国内産
いもでん粉工場再編
合理化

ｆ 　乳業再編等整備

(ａ)

２分の１以内
（別記５に掲げ
る場合にあって
は、それぞれに
掲げる率）

ａ 　穀類乾燥調製貯蔵
施設等再編整備

ｂ 　集出荷貯蔵施設等
再編利用

ｃ 　農産物処理加工施
設等再編利用

ｄ 　食肉等流通体制再
編整備

ｅ

　効率的乳業施設
整備

(ｂ) 　集送乳合理化推
進整備

(ｃ) 　需給調整拠点施
設整備

(ウ） 重点政策の推進 ２分の１以内

みどりの食料システム
戦略の推進、スマート
農業の推進、産地にお
ける戦略的な人材育成
の推進

ａ 　耕種作物小規模土
地基盤整備

ｂ 　飼料作物作付及び
家畜放牧等条件整備

ｃ 　耕種作物産地基幹
施設整備

ｄ 　畜産物産地基幹施
設整備

ｅ 　農業廃棄物処理施
設整備

別記２のとおり



イ　経営改善

　融資主体支援タイプ 市町村 ａ
10分の３以内
（別記６に掲げ
る額を限度とす
る。）

ｂ
定額
（別記７に掲げ
る額を限度とす
る。）

ａ 　融資主体型補助事
業

ｂ 　追加的信用供与補
助事業

ウ　担い手確保・経営強化

市町村

(２)　推進事業

ア　次世代施設園芸地域展
開の促進

農業者又は農業者
の組織する団体及
び北海道を必須構
成員とする協議会
並びに北海道を除
く協議会構成員

定額
（別記８に掲げ
る場合にあって
は、それぞれに
掲げる率）

ａ
２分の１以内
（別記６の２に
掲げる額を限度
とする。）

ｂ
定額
（別記７に掲げ
る額を限度とす
る。）

イ　産地競争力の強化 別記９のとおり ２分の１以内

土地利用型作物、果樹、
生産体制保安、家畜改良
増殖、生乳乳製品流通

ａ

ｂ

　融資主体型補助事
業

　追加的信用供与補
助事業


